
令和５年度 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用事業 （単位：円）

№ 事業名 事業費 うち交付金充当額 効果

1

電力・ガス・食料品等価格

高騰重点支援給付金事業

【追加分】

35,851,039 35,851,039

住民税非課税世帯の方々の生活維持を支援しました。

・支給世帯数　 498世帯

・支給額計　34,860千円

※事業費には手数料、システム導入費等を含む

2 冬の生活応援事業 3,790,000 3,790,000

低所得の高齢者世帯、障がい者世帯、生活保護世帯及

びひとり親世帯の方々の生活維持を支援しました。

・支給世帯数　379世帯

・支給額計　 3,790千円

3 生活交通路線維持運行補助 11,677,000 738,345

地域間を運行する路線バス事業者に対し運行経費の一

部を支援することで、通院・通学等に必要不可欠な交

通手段の維持に寄与しました。

4 子育て応援商品券交付事業 3,359,855 3,359,855

子育て世帯の経済的負担軽減に寄与しました。

・支給世帯数　171世帯（対象児童335人）

・支給額計　 3,350千円

5
プレミアム応援券発行事業

（2次販売分）
3,183,000 3,183,000

2,142冊のプレミアム応援券（2次販売分）を販売し、

1,389万円の経済効果となり町内の経済循環・活性化に

寄与しました。

・販売実績　2,142冊　販売率100.00％

・利用実績（回収率）　99.78％

6 水道料等経済対策支援事業 8,012,800 8,012,800

長期化する価格高騰の影響下において、町民・事業者

の負担軽減に寄与しました。

減免実績

・簡易水道　1,487件　7,674千円

・飲雑用水

・その他　　　  47件　　 94千円

7

電力・ガス・食料品等価格

高騰重点支援給付金事業

【子育て支援分】

1,553,290 1,550,000

住民税非課税世帯（子育て世帯）の方々の生活維持を

支援しました。

・支給児童数　 29児童

・支給額計　1,450千円

8
住民税均等割課税世帯給付

金事業
11,494,763 11,040,000

住民税均等割のみ課税世帯の方々の生活維持を支援し

ました。

・支給世帯数　   97世帯（22児童）

・支給額計　10,800千円

※事業費には手数料、システム導入費等を含む

67,525,039合計

長期化する電力・ガス・食料品等（灯油等を含む）の価格高騰によ

る要民・事業者の経済的負担軽減のため簡易水道料金の基本料・営

農飲雑用水施設使用基本料金を4か月分免除、その他地下水等を利

用している世帯へ商品券を交付する。

電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金事業【追加分】の支

給世帯のうち、18歳以下の児童がいる世帯に対し、児童1人につき

50千円を給付する。

令和5年度住民税均等割のみ課税世帯に対し1世帯当たり100千円を

給付する。そのうち、18歳以下の児童がいる世帯に対し、児童1人

つき50千円を加えて給付する。

事業概要

電力・ガス・食料品等（灯油等を含む）の価格高騰による負担増を

踏まえ、特に家計への影響が大きい低所得世帯（住民税非課税世

帯）に対し、給付金を支給する。

令和5年度住民税均等割非課税世帯で、65歳以上の高齢者世帯、障

がい者が構成員となっている世帯、生活保護世帯、ひとり親世帯の

いずれかに該当する場合1世帯あたり10千円の商品券を交付する。

地域間を運行する路線を維持するため交通事業者に対し運行経費の

一部を支援する。

長期化する電力・ガス・食料品等（灯油等を含む）の価格高騰によ

る子育て世帯の経済的負担軽減のため児童1人あたり10千円の商品

券を交付する。

新型コロナウイルスの影響による町内消費落ち込みの早期回復と地

域経済の活性化のため、「プレミアム応援券」を発行する事業に対

して補助金を交付する。


